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はじめに 
 
 

我が国の原子力発電所では，安全・安定運転を確保するため，炉内構造物等の健全性を確

認あるいは保証することが、重要な課題となっています。本ガイドラインは，このような重

要性に鑑み，損傷発生の可能性のある構造物について、点検・評価・補修等に関する要領を

提案するものです。 
平成 12 年に（社）火力原子力発電技術協会に発足した「炉内構造物等点検評価ガイドラ

イン検討会」は，平成 19 年より日本原子力技術協会に継承され，さらに平成 24 年 11 月の

日本原子力技術協会の改組に伴い，炉内構造物点検評価ガイドライン検討会は，原子力安全

推進協会に発展的に継承され，活動を継続しています。また、検討会での審議を経て制定す

る「炉内構造物等点検評価ガイドライン」は，関係者の利便性向上を図るため，関連情報と

併せ協会ホームページより公開しています。 
 
本ガイドラインの策定にあたっては，常に最新知見を取り入れ，見直しを行っていくこと

を基本方針としています。この方針に則り，現行版の発行後も最新知見の調査および収集に

努めることと致します。本ガイドラインが原子力産業界で活用され，原子力発電所の安

全・安定運転の一助になることを期待しております。 
最後に，本ガイドラインの制定にあたり，絶大なご助言を賜りました学識経験者，電

力会社，メーカの方々等，関係各位に深く感謝いたします。 
 
 
 

平成 27 年 3 月 
 

炉内構造物等点検評価ガイドライン検討会 
委 員 長  野 本 敏 治 
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ガイドラインの責任範囲 

このガイドラインは、原子力安全推進協会に設置された炉内構造物等点検評価ガイ

ドライン検討会において、専門知識と関心を持つ委員と参加者による審議を経て制定

されたものである。 

原子力安全推進協会はガイドライン記載内容に対する説明責任を有するが、ガイド

ラインを使用することによって生じる問題に対して一切の責任を持たない。またガイ

ドラインに従って行われた点検、評価、補修等の行為を承認・保証するものではない。 

従って本ガイドラインの使用者は、本ガイドラインに関連した活動の結果発生する

問題や第三者の知的財産権の侵害に対し補償する責任が使用者にあることを認識し

て、このガイドラインを使用する責任を持つ。 
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第１章 目的及び適用 

1.1 目  的 

本ガイドラインは，軽水減速軽水冷却型原子力発電所用機器のうち，炉内構造物に要求される安

全機能が維持されていることを確認するための，合理的な点検のあり方を示すことを目的とする。

（解説 1-1） 

1.2 適  用 

1.2.1 適用範囲 

本ガイドラインは，炉内構造物のうち差圧検出・ほう酸水注入系配管に適用する。（解説 1-2） 

1.2.2 適用時期 

本ガイドラインの適用時期は，商業運転開始後の機器の供用期間中とする。 

 

第２章 点検対象 

2.1 基本的考え方 

(1) 点検対象の選定にあたっては，原子炉の安全性確保を基本とする。（解説 2-1） 

(2) 差圧検出・ほう酸水注入系配管の経年変化事象として，応力腐食割れ（SCC)を想定する。（解

説 2-2） 

(3) 差圧検出・ほう酸水注入系配管の機能上重要な部位を点検対象として選定する。 

(4) 材料としては，国内プラントで用いられているすべての材料を対象とする。（解説 2-3） 

 

2.2 点検対象部位 

耐圧機能を有する BWR5プラントの差圧検出・ほう酸水注入系配管ノズル取付け溶接部（図 2.2-1）

を点検対象部位とする。（解説 2-4）
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ほう酸水注入配管 

差圧検出配管 

サポート 

炉心支持板 

シュラウド 

ノズル 

肉盛座 

図 2.2-1 差圧検出・ほう酸水注入系配管（BWR5タイプ）の点検対象部位 

ノズル取付け溶接部 
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第３章 点検及び評価 

3.1 点検方法 

3.1.1 点検手法 

(1) 一般事項 

点検に適用する非破壊試験は，目視試験(VT)とし，必要に応じて超音波探傷試験（UT），

渦流探傷試験（ET）を実施することとする。 

(2) 目視試験（VT） 

a. VT-2 

漏えい試験において，耐圧部からの漏えいを検出する。 

(3) 超音波探傷試験（UT） 

超音波探傷試験は，JEAC 4207「軽水型原子力発電用機器の供用期間中検査における超音波

探傷試験規程」に従って実施するか，これに類する手法等を用いて実施してもよい。 

(4) 渦流探傷試験（ET） 

渦流探傷試験は，JEAG 4217「原子力発電所用機器における渦電流探傷試験指針」に準拠し

て実施するか，若しくはこれに類する手法を用いて実施してよい。 

 

3.1.2 点検時期 

ノズル取付け溶接部（BWR5 タイプ）について，実運転時間で 10 年以降の毎定検時に，VT-2

により点検を行う。（解説 3-1） 

 

3.2 評  価 

下記の判定基準により点検の結果を評価する。 

(1) ノズル取付け溶接部（BWR5 タイプ） 

① 漏えいがないことが確認された場合には，継続使用できる。 

② 漏えいが検出された場合は，損傷の影響を評価し，補修等の措置を行う。（解説 3-3） 

 

 

3.3 点検フロー 

3.1 項及び 3.2項に従った差圧検出・ほう酸水注入系配管の点検フローを図 3.1に示す。 
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図 3.1 差圧検出・ほう酸水注入系配管の点検フロー 

 

 

 

 

ノズル取付け溶接部 

点検 (VT-2) 

継続使用 

補修等 再点検 

Yes 

No 

漏えいなし 
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（解説 1-1）ガイドライン制定の目的 

 炉内構造物の点検については，構造上，点検装置の接近が制限される範囲が大きいことから，随時，

最新の知見と技術を反映し，点検技術の向上に努めてきている。一方，国内において炉内構造物の溶

接部に応力腐食割れに起因すると考えられるひび割れが報告されている。このため，複雑構造ゆえに

点検範囲の制限が大きい炉内構造物の健全性を確認する方法を検討するにあたっては，炉内構造物全

体を視野にいれて，包括的な点検のあり方を検討する必要性が高まってきていると考えられる。 

以上の状況に鑑み，本ガイドラインは，炉内構造物の安全上要求される機能が維持されていることを

確認するための合理的な点検のあり方を示すことを目的とする。 

 

（解説 1-2）本ガイドラインの適用にあたって 

 本ガイドラインで適用する点検及び評価は，日本電気協会の「原子力安全のためのマネジメント規

程（JEAC4111）」及び「原子力発電所の保守管理規程（JEAC4209）」に基づき実施されることを前提と

している。   

本ガイドラインでは，引用する学協会規格の改訂年度を記載していない。学協会規格は新知見反映

等の理由で定期改訂されるため，利用者は最新版の適用可否を確認するとともに，原子力規制委員会に

よる技術評価等の状況を総合的に勘案して，適切に判断する必要がある。 

また，本ガイドラインでは，旧耐震設計審査指針で定める基準地震動S2を用いた評価結果が記載され

ている場合があるが，利用者は「設置許可基準規則＊1」により定める基準地震動Ssを用いた評価を行う

必要がある。さらに，ガイドライン付録で引用した材料物性値等についても，評価に際し適切に選定

判断する必要がある。 

 

＊1：「設置許可基準規則」とは、原子力規制委員会の「実用発電用原子炉及びその付属設備の位置，構

造及び設備の基準に関する規則」をいう。 

 

（解説 2-1）原子炉の安全性確保 

  差圧検出・ほう酸水注入系配管（DP／LC 配管）は，万一緊急時に制御棒の挿入ができない事態が生

じた際に，ほう酸水を炉内へ注入することにより炉を停止する後備炉停止機能と，炉心支持板の上下

差圧を計測する機能を有している。また，BWR5タイプの DP／LCノズル取付け部は耐圧バウンダリを構

成している。万一，差圧検出・ほう酸水注入系配管の損傷が生じたとしても下部プレナムへのほう酸

水注入は可能であり，原子炉の安全性に影響を及ぼすことはない。また，BWR5タイプの DP／LCノズル

取付け部に万一貫通欠陥が生じたとしても，漏洩量は小さく原子炉の安全性は確保可能である。 
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（解説 2-2）差圧検出・ほう酸水注入系配管に想定される経年変化事象 

  本ガイドラインは，過去の損傷事例を考慮し，差圧検出・ほう酸水注入系配管の経年変化事象とし

て応力腐食割れを想定して策定したものである。 

なお，疲労については，発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（告示題 501 号）又は機械学

会発電用原子力設備規格 設計・建設規格に基づく設計がなされていることから，本ガイドラインで

は対象外とした。 

 

（解説 2-3）耐応力腐食割れ性 

  差圧検出・ほう酸水注入系配管の材料には，オーステナイト系ステンレス鋼の SUS304，SUS304L 若

しくは SUS316L が用いられている。また，BWR5 プラントの下鏡肉盛座とノズルの取付け部には，ニッ

ケル基合金の 182 合金（JIS DNiCr-3 または ENi6182），ニッケル基合金の 82 合金（JIS YNiCr-3 また

は SNi6082）が用いられている。 

  鋭敏化を受けた炭素含有量が 0.03%を超えるオーステナイト系ステンレス鋼（SUS304）はクロム炭化

物の粒界析出による粒界近傍の Cr欠乏に起因して耐応力腐食割れ性が低い。これと比較して炭素含有

量を 0.03%以下に下げたオーステナイト系ステンレス鋼（SUS304L，SUS316L）は優れた耐応力腐食割れ

性を示す。また，ニッケル基合金の 182合金（JIS YNiCr-3または SNi6082）は，SUS304と同様に，溶

接入熱によるクロム炭化物の析出に伴う Cr欠乏に起因して応力腐食割れの感受性を有する。 

これと比較して高 Cr，高 Nb含有のニッケル基合金の 82合金（JIS YNiCr-3または SNi6082）及び高

Nb含有の改良 182合金は優れた耐応力腐食割れ性を示す。 

上述のように，材料鋼種により耐応力腐食割れ性に相違があるが，損傷が発生した場合に原子炉の安

全性に影響を与える部位については，材料鋼種に依らず点検対象とする。 

 

（解説 2-4）点検対象 

点検対象部位の選定に関する考え方を以下に示す。 

(1) ノズル取付け溶接部（BWR5 タイプ） 

BWR5の取付け構造は，肉盛座（600系のニッケル基合金（JIS NCF600））にノズル（ステンレ

ス鋼）を 600系のニッケル基合金溶接材料で取付け溶接されている。万一，取付け溶接部に欠陥

が発生，進展した後，貫通に至ると漏洩を生じる可能性があることから，点検対象とした。 

 

(2) その他溶接部 

差圧検出・ほう酸水検出配管は，炉内において二重管構造からほう酸注入配管と差圧検出配管

に分岐する構造である。内側管は，ほう酸水を下部プレナムに注入する孔を有しており，外側管

は炉心支持板上面の圧力を計測し，ほう酸水注入孔を兼ねた内側管で計測される炉心支持板下面
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の圧力から炉心支持板上下面の差圧を計測している。 

万一，溶接部に損傷が生じたとしても，下部プレナムへのほう酸水注入は可能である。また，

炉心支持板上下の差圧測定に支障をきたすような損傷が生じたとしても，この差圧は運転管理に

直接使用していないことから，プラントの継続運転に影響を及ぼすことはないと考えられるので，

個別点検対象外とした。
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ほう酸水注入配管 

差圧検出配管 

サポート 

炉心支持板 

シュラウド 

図 2-4-1 差圧検出・ほう酸水注入系配管（BWR2～4タイプ） 
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ほう酸水注入配管 

差圧検出配管 

サポート 

炉心支持板 

シュラウド 

ノズル 

肉盛座 

図 2-4-2 差圧検出・ほう酸水注入系配管（BWR5タイプ）の点検対象部位 

ノズル取付け溶接部 
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（解説 3-1）点検方法及び点検時期 

 BWR5 プラントのノズル取付け溶接部に対する点検方法の考え方を以下に示す。 

 BWR5 のノズル取付け溶接部である肉盛溶接部（肉盛座）及びノズル／肉盛座溶接部に供用開始時点

で深さ 50μmの初期亀裂を仮定した場合の亀裂進展挙動評価結果は以下のとおりである。（付録 A，B） 

  ・ノズル／肉盛座溶接部 

 軸方向の亀裂の進展が早く，約 13年で貫通する評価となる。 

  ・肉盛溶接部（肉盛座） 

 周方向の亀裂の進展が早く，約 20年から 40年で貫通する評価となる。 

 

 ノズル／肉盛座溶接部の軸方向亀裂の進展が最も早く，万一軸方向亀裂が貫通しても，漏えい量は

微小であり，CRD 冷却水で補給可能である。（付録 C） 

 したがって，ノズル／肉盛座溶接部の軸方向亀裂による漏えいを検知することで，耐圧機能を維持

できることから VT-2による点検を行うこととした。 

 また，点検時期の考え方は以下のとおりである。 

 供用開始時点で深さ 50μmの初期亀裂を仮定した場合の亀裂進展挙動評価によると，ノズル／肉盛座

溶接部の軸方向亀裂は実運転時間で約 11 年以降急速に進展し，約 13 年で貫通する。したがって，実

運転時間で 10年以降の毎定検時に VT-2による点検を行うこととした。 

 

（解説 3-2）SCC予防保全対策 

  SCCは，SCC感受性を有する材質，引張残留応力及び腐食環境の三因子が重畳して発生するため，三

因子の一つ以上の因子を改善することにより，SCCの発生又は進展を抑制できる。予防保全工法を適用

した場合は，その有効性を考慮して，点検実施時期を設定できる。実機への適用実績があるか，又は

将来適用が可能と考えられる予防保全技術の例を，表 3-2-1に示す。 

 

表 3-2-1 予防保全の例 

予防保全の種類 点検実施時期設定への反映 

ピーニング 耐 SCC性に優れた材料と同じに取り扱うことができる。 

研磨 同上 

水質改善 

（水素注入，貴金属注入等） 

点検部位の腐食電位の評価結果に基づいて亀裂進展速度を求め 

点検実施時期を設定することができる。 

 

  SCC 発生を抑制するための一般的な注意事項は，JSME設計・建設規格事例規格 NC-CC-002：発電用原

子力設備における「応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮」に纏められている。また，差圧検出・ほ
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う酸水注入系配管に適用可能なものとして，制定済みの予防保全工法ガイドラインには以下がある。 

・JANTI-VIP-03「ピーニング工法」 

・JANTI-VIP-10「研磨による応力改善工法」 

・JANTI-VIP-13「水素注入による環境改善効果の評価方法」 

 

（解説 3-3）補修技術 

万一，差圧検出・ほう酸水系配管に欠陥が検出され，補修が必要となった場合の補修工法として，

実機への適用実績があるか，又は将来適用が可能と考えられる補修例は以下のとおりである。 

・溶接等による補修：水中溶接，封止溶接等 

また，差圧検出・ほう酸水系配管に適用可能な補修工法ガイドラインとして以下がある。 

・JANTI-VIP-01「封止溶接工法」 

・JANTI-VIP-16「水中レーザー肉盛溶接工法」 

 



A-1 

付録Ａ 差圧検出・ほう酸水注入系配管溶接部の残留応力評価 

 
１．検討目的 

BWR5/1100MWeプラントの差圧検出・ほう酸水注入系配管（以下，DP／LCノズル）溶接部の残

留応力解析を実施する。 

 

２．検討内容 

 ２．１ 解析モデル 

DP／LC ノズルの解析モデルを図 A-1 に示す。原子炉圧力容器下鏡との溶接部は，谷側と山

側で溶接形状が相違した形状であり，一般に溶接残留応力は谷側の値が高いことから，本評

価においては，谷側の溶接部について軸対称モデルを用いて解析を実施する。 

 

 ２．２ 解析手順 

 解析手順を図 A-2 に，溶接順序を図 A-3 に，溶接施工過程を図 A-4 に示す。まず，肉盛座

を手順通りに母材に成層し，次に機械加工により肉盛座の一部および RPV の一部を除去した

後，DP／LC ノズルを挿入して再び溶接を行う。このときの非定常温度分布変化を各溶接パス

毎に求める。次に，温度解析の手順と同様に各パス毎に溶接金属を成層し，これに当該温度

分布の時刻歴変化を与えて弾塑性解析を実施し，溶接施工課程での発生応力を算出する。こ

のようにして最終溶接が終了した状態での応力状態が，残留応力となる。溶接パスについて

は，同一施工条件の溶接パスをいくつかのグループにまとめて解析する。なお，機械加工で

除去される部分については，機械加工の工程に相当する時点で要素を除去することでモデル

化する。解析モデルの総節点数は 14333，総要素数は 4137である。 

 

 ２．３ 物性値 

伝熱解析および熱応力解析には表 A-1 に示す材料物性値を用いた。温度分布解析では溶接

金属と母材の材料特性を同一とする。 

 

 ２．４ 入熱の想定 

単位時間当たりの入熱の想定を図A-5 に示す。入熱の時間変化としては，この図に示すよう

に，入熱が増加する時間（トーチが近づく時間）t1，溶接中の時間t2，入熱が減少する時間（ト

ーチが離れて行く時間）t3 の比率をt1：t2：t3＝1：1：1とし，ビードの最高温度が 1100±50℃

となるよう時間を決定した。除熱は，母材及びビードの雰囲気に接する面から対流伝熱により

生じるものとし，熱伝達率を 11.6J／m２secとする。 
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３．残留応力解析結果 

残留応力解析結果を図 A-6 に示す。図は，残留応力の鉛直方向成分（ノズル軸方向成分），

周方向成分，径方向成分及び mises応力成分の分布を示したものである。 



 

表 A-1  伝熱解析および熱応力解析用の物性値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：溶接学会論文集第 12巻（1994） 第４号 563 
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図 A-1  DP／LCノズルの形状と解析モデル 
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図 A-3の溶接手順 

図 A-2 解析手順 
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図 A-3 溶接順序 
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①DP／LC用肉盛座を溶接 

②DP／LC用肉盛座を溶接 

③機械加工（DP／LC挿入部分を切断） 

   

 
 

図 A-4  DP／LC溶接施工過程 
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⑤DP／LC を肉盛座に溶接 

④DP／LCを挿入 
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図 A-5 入熱の想定 
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a. 径方向 b. 軸方向 

c. 周方向 d. ミーゼス 

  

 

図 A-6 残留応力解析結果 
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付録Ｂ  差圧検出・ほう酸水注入系配管溶接部の SCC 亀裂進展評価 

 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（以下，DP/LC ノズル）溶接部（ニッケル基合金の 182 合金

（JIS DNiCrFe-3 または ENi6182）溶接金属）に初期欠陥を想定し，いくつかの前提条件を仮

定して亀裂進展評価を行った。 

 

１．評価方法 

(1) 想定する亀裂進展経路（図 B-1） 

  DP/LC ノズル溶接部の亀裂進展評価において，想定する亀裂進展経路を図 B-1 に示す。

各想定亀裂においては，亀裂進展経路長さを板厚として平板にモデル化した。 

(2) 想定初期欠陥（図 B-1） 

   平板の外表面に 50μm の深さの半楕円亀裂（欠陥アスペクト比 a/ｌ=0.1）を想定した。 

(3) 応力条件(図 B-2) 

  当該部には，残留応力が作用している。 

残留応力は，付録Ａに示す DP/LC ノズル溶接部の残留応力解析結果を用いた。 

(4) 応力拡大係数 

応力拡大係数（K）の表示式としては，Wang1)の影響関数法に基づく下式を用いた。 

K S S an in
n

=
=
å( ) p

1

4

   (1) 

  ここで Sn は亀裂面位置に深さ方向に n 次の応力分布((x)=(x/a)n)が作用する場合の無

次元化応力拡大係数であり，Sin は亀裂面に垂直に作用する応力を多項分解したときのｎ

次の値である。なお，n=0 は一様引張り応力が，また n=1 は曲げ応力が作用する場合であ

り，式(1)で計算される応力拡大係数は Raju-Newman の解 2)にほぼ等しいことが確認され

ている。 

(5) SCC 亀裂進展速度 

  BWR 摸擬環境中におけるニッケル基合金の 182 合金（JIS DNiCrFe-3 または ENi6182）

の SCC 亀裂進展速度の民間データ 3),4),5)より，亀裂進展速度式を以下のように設定した。

データ選定条件は，NWC 条件（導電率≦0.1μS/cm）とした。なお，低 K 領域を主に対象

として Morin らの NWC 条件のデータ（導電率＜0.3μS/cm）も一部用いた 6)。 

(a) 最適曲線（図 B-3） 

   選定した全データの累乗近似により，SCC 亀裂進展速度の最適曲線を以下のように

設定した。ここに da/dt(m/sec)，K(MPa√m)である。 
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            da/dt＝3×10-18K5.186（13.3≦K≦50.3）・・・・(2) 

   なお，低 K 領域では，亀裂進展が観察されず 2×10-12 m/sec 以下と考えられる領域

が存在するため，(2)式で 2×10-12m/sec となる K=13.3MPa√m 以下の低 K 領域を以下

のように設定した。 

            da/dt＝2×10-12（K＜13.3）・・・・・・・・・(3) 

   一方，高 K 領域では，データが 2×10-9 m/sec で一定となる傾向にあることから，(2)

式で 2×10-9m/sec となる K=50.3MPa√m 以上の高 K 領域を以下のように設定した。 

            da/dt＝2×10-9（K＞50.3）・・・・・・・・・(4) 

 

２．計算結果 

(1) 板厚方向の応力拡大係数 K 値分布（図 B-4） 

評価ライン①（軸方向亀裂）の応力拡大係数は，経路全長 17.1mm のうち，外表面から

約 8mm の位置で最大 50MPa√m 程度となる分布を示しており，その後の進展においても約

45MPa√m である。 

評価ライン②（周方向亀裂）の応力拡大係数は，経路全長 14.7mm のうち，外表面から

約 13mm の位置で最大 40MPa√m 程度となる分布を示している。 

評価ライン③（周方向亀裂）の応力拡大係数は，経路全長 23.3mm のうち，外表面から

約 11mm の位置で最大 38MPa√m 程度となる山型の分布を示している。その後の進展におい

て応力拡大係数は減少するものの，約 10MPa√m を下回ることはない。 

評価ライン④（周方向亀裂）の応力拡大係数は，経路全長 58.1mm のうち，外表面から

約 20mm の位置で最大 57MPa√m 程度となる山型の分布を示している。その後の進展におい

て応力拡大係数は減少するものの，約 20MPa√m を下回ることはない。 

 

３．SCC 亀裂進展量の時間依存性の評価（図 B-5） 

  評価ライン①（軸方向亀裂）では，亀裂は緩やかに進展し，10 年を経ると亀裂進展量が

大幅に増加し，約 13 年で貫通する。 

 評価ライン②（周方向亀裂）では，亀裂は緩やかに進展し，20 年を経ると亀裂進展量が

大幅に増加し，約 27 年で貫通する。 

 評価ライン③（周方向亀裂）では，亀裂は緩やかに進展し，20 年前後から亀裂進展量が

大幅に増加し，約 40 年で貫通する。 

 評価ライン④（周方向亀裂）では，亀裂は緩やかに進展し，18 年前後から亀裂進展量が

大幅に増加し，約 24 年で貫通する。 
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４．まとめ  

  以上より，いくつかの前提条件を仮定して亀裂進展評価を行ったが，外表面からの亀裂進

展は，いずれの場合も貫通に至るものと推定された。評価ライン①の軸方向亀裂の場合が最

も早く，約 13 年で貫通に至るものと推定された。 
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図 B-1 評価対象部位と当該部のモデル化 
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(a) 評価ライン① 

 
(b) 評価ライン② 

図 B-2 DP/LC 溶接部の残留応力分布  
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(c) 評価ライン③  

 
(d) 評価ライン④ 

図 B-2 DP/LC 溶接部の残留応力分布 
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図 B-3 BWR 模擬環境中でのニッケル基合金の 182 合金の 

SCC 亀裂進展速度 

 

 亀
裂
進
展
速
度
（
m
m
/
s
e
c
）
 



B-9 

(a) 評価ライン①（軸方向亀裂） 

 
(b) 評価ライン②（周方向亀裂） 

図 B-4 応力拡大係数分布 
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(c) 評価ライン③（周方向亀裂） 

 

(d) 評価ライン④（周方向亀裂） 

図 B-4 応力拡大係数分布
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(a) 評価ライン①（軸方向亀裂）  

 
(b) 評価ライン②（周方向亀裂） 

図 B-5 亀裂深さと時間の関係 
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(c) 評価ライン③（周方向亀裂）  

 

 
(d) 評価ライン④（周方向亀裂） 

図 B-5 亀裂深さと時間の関係 
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付録Ｃ 差圧検出・ほう酸水系配管ノズル溶接部の欠陥裕度評価 

 

１．はじめに 

本付録は，耐圧機能維持を有するノズル取付け溶接部に地震荷重が作用した場合の欠陥裕度につい

て評価結果をまとめたものである。 

 

２．許容残存厚さ 

 ノズル取付け溶接部に地震荷重が作用したときの許容残存厚さを，破壊評価により求める。 

 2.1 破壊評価手法 

 ノズル取付け溶接部は，材料が 600系のニッケル基合金（JIS NCF600）であることから，破壊

荷重は，正味断面に作用する応力が流動応力に達したときに破壊すると考える極限荷重評価法に

よるものとする。評価対象部は，図１に示すように，溶接部の厚さを板厚とする管としてモデル

化する。 

 塑性崩壊発生時の曲げ応力 Pb’と欠陥深さａの関係は ASME Section XIより 

β
π
σ

sin2
2

' 





 −=

t
aP f

b  

と示される。 

 ここで， 
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である。 

 また，塑性崩壊時の曲げ応力は負荷荷重と安全率の式として次の様に与えられている。 

m
e

bmb P
SF
P

PPSFP −







++= max'  

 両式よりPb’を消去し，Pbmaxについて整理すると下式となる。 

SF
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P
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 ここで，Pbmaxが地震時に生じる曲げ応力：Pbを超えることがなければ，ノズル取付け溶接部が地

震時において崩壊することはないと評価される。 



 C-2 

 

 

 なお， 

ａ：平面欠陥の深さ 

Pb：一次曲げ応力 (運転状態I,II＋S1：54MPa，運転状態I,II＋S2：75MPa) 

Pb’：塑性崩壊時の曲げ応力 

Pe：熱膨張応力 (0MPa) 

Pm：一次一般膜応力 (運転状態 I,II＋S1：78MPa，運転状態 I,II＋S2：108MPa) 

ｔ：板厚 (14mm)  

SF：安全率 (1.39) 

β：周方向欠陥付き管の中立軸に対応する角度 

θ：周方向欠陥半長に対応する角度  

σf：流動応力 (2.7Sm＝2.7×164＝443(MPa)（＠294℃）) 

 

 2.2 許容残存厚さ 

 図 2に示す破壊評価による亀裂深さと限界荷重の関係から許容残存厚さを求める。 

 評価された許容残存厚さを表１にまとめて示す。 
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破壊評価の 

ためのモデル化 

DP/LC ノズル 

Ｊ溶接部 
亀裂 

肉盛座 

亀裂深さ：ａ 

(全周亀裂) 

作用するモーメント：Ｍ 

板厚：ｔ 

DP/LCノズル取付け溶接部 

DP/LCノズル取付け溶接部 

破壊評価用にモデル化した管 

図 1 破壊評価に用いる溶接部のモデル化の概念図 
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図 2(1)ノズル取付け溶接部に作用する応力と許容曲げ応力（運転状態 I,II＋Ｓ１荷重） 

図 2(2)ノズル取付け溶接部に作用する応力と許容曲げ応力（運転状態 I,II＋Ｓ２荷重） 

亀裂深さ(mm) 

亀裂深さ(mm) 
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表 1 評価結果 

ノズル取付け溶接部 

（Ｊ溶接） 

荷  重 許容残存厚さ 

運転状態 I,II＋S1 1.5 mm 

運転状態 I,II＋S2 2.1 mm 
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付録Ｄ 差圧検出・ほう酸水系配管溶接部からの漏えいの影響評価 

 

 

１．目 的 

本付録は，差圧検出・ほう酸水系配管溶接部（以下，DP/LC ノズル溶接部）において，万一

周方向亀裂が全周にわたって貫通した場合の冷却材漏えいの影響を評価したものである。 

 

２．評 価 

2.1 想定する亀裂 

DP/LC ノズル溶接部の貫通亀裂による漏洩評価としては，軸方向の貫通亀裂による漏洩

評価より，周方向の全周亀裂による評価が厳しい評価となることから，本付録では，周方

向の全周貫通亀裂を想定した漏洩評価を行うこととする。 

2.2 想定する開口面積 

周方向の全周貫通亀裂を想定した場合，流路面積として最も大きくなる部位は，DP/LCノ

ズルとRPV貫通部との隙間である。DP/LCノズル外径とRPV貫通部内径の加工公差から隙間面

積を計算すると，隙間面積：37.9mm２となる。 

2.3 流出流量 

DP/LC ノズルと RPV 貫通部の隙間を流れ出る炉水の流量は，Moody の論文[1]より求まる

破断部からの臨界質量速度と，以下の式より算出すると，約 5500kg/hr となり，BWR5／

1100MWe プラントの CRD 本数 185 本の冷却水量は 7770kg/hr であることから，CRD 冷却水

で補給可能であると評価される。 

 

Ｗ＝Ａ×Ｇ 

 

ここで， 

 Ｗ：流出流量（kg/hr） 

 Ａ：破断面積（mm2） 

 Ｇ：破断部からの臨界質量速度（kg/mm2･hr）＝145.0 kg/mm２･hr 

 

 



改 訂 経 緯 

 

平成 16年 1月 初版発行 

 

平成 27年 4月 第２版発行 

・解説 1-2にガイドライン適用にあたっての留意事項を記載した。 

・旧版付録のうち，旧知のSCC関連データ等について削除するとともに，参照

すべき規格等の新たな知見を加味して全体構成を見直すとともに，文章表現

適正化の見直しを実施した。なお第４版は原技協HPよりアーカイブ参照でき

る。 

 

参考資料-1 



参考資料２ 

ＢＷＲ炉内構造物点検評価ガイドライン［差圧検出／ほう酸水注入ライン］の概要 

 
 

１．基本的考え方 

● 原子炉安全性の確保を大前提とし，差圧検出・ほう酸水注入系配管（図-1）に要求される機能を維持

できるよう 合理的な点検範囲，点検実施時期を規定する。 

(1) 原子炉安全機能：耐圧機能を維持する。 

(2) 経年変化事象：応力腐食割れ（SCC）を想定する。 

(3) 点検対象部位：構造強度評価，安全機能維持の評価結果から，重要な部位を選定する。 

 

 

２．点検対象部位 

● 耐圧機能の維持に必要な下記の部位を点検対象とする。（図-1） 

(1) 差圧検出・ほう酸水注入系配管ノズル取付け溶接部 

 

 

３．点検方法及び点検時期 

● 点検手法 

(1) 一般事項 

点検に適用する非破壊試験は，目視試験(VT)とし，必要に応じて超音波探傷試験（UT）， 

渦流探傷試験（ET）を実施することとする。 

(2) 目視試験（VT） 

漏えい試験（VT-2）において，耐圧部からの漏えいを検出する。 

(3) 超音波探傷試験（UT） 

超音波探傷試験は，JEAC 4207「軽水型原子力発電用機器の供用期間中検査における 

超音波探傷試験規程」に従って実施するか，これに類する手法等を用いて実施してもよい。 

(4) 渦流探傷試験（ET） 

渦流探傷試験は，JEAG 4217「原子力発電所用機器における渦電流探傷試験指針」に準拠して 

実施するか，若しくはこれに類する手法を用いて実施してよい。 

 

● 点検時期 

ノズル取付け溶接部（BWR5タイプ）について，実運転時間で 10年以降の毎定検時に， 

VT-2により点検を行う。 

 

 

 

 

 

 

４．評価 

●下記の判定基準により点検の結果を評価する。（図-2） 

(1) 漏えいがないことが確認された場合には，継続使用できる。 

(2) 漏えいが検出された場合は，損傷の影響を評価し，補修等の措置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 差圧検出・ほう酸水注入系配管の点検フロー 

ノズル取付け溶接部 

点検 (VT-2) 

継続使用 

補修等 再点検 

Yes 

No 

漏えいなし 
 

損傷の影響評価 

図-1 差圧検出・ほう酸水注入系配管の点検対象部位 
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肉盛座 

ノズル取付け溶接部 

ほう酸水注入配管 

差圧検出配管 

サポート 

炉心支持板 

シュラウド 
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